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一般貨物自動車運送事業の経営許可等の申請に係る法令試験問題 

 

受験番号                    

申請者名（法人名）               

受験者の氏名                  

（※注意事項） 

設問の文中には、法令の条文をそのまま引用せずに、一部省略している場合があります。 

 

Ⅰ．次の問題１から１４の文章で、正しいものには○を、誤っているものには×を

（   ）内に記入しなさい。 

 

問題１（目的等） 

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準は、自動車運転者（労働基準法第９条に

規定する労働者（同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用

人を除く。）であって、四輪以上の自動車の運転の業務（厚生労働省労働基準局長が定める

ものを除く。）に主として従事する者をいう。以下同じ。）の労働時間等の改善のための基

準を定めることにより、自動車運転者の労働時間等の労働条件の向上を図ることを目的と

する。 

（自動車運転者の労働時間等の改善のための基準） 

                             （   ） 

 

 

問題２（欠格事由） 

国土交通大臣は、貨物自動車運送事業法第３条の許可を受けようとする者が、１年以上

の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった

日から５年を経過しない者であるときには、許可をしてはならない。 

（貨物自動車運送事業法） 

                             （   ） 

 

 

問題３（違法な指示の禁止） 

注文者は、その請負人に対し、当該仕事に関し、その指示に従って当該請負人の労働者

を労働させたならば、労働安全衛生法又はこれに基づく命令の規定に違反することとなる

指示をしてはならない。 

（労働安全衛生法） 

（   ） 
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問題４（報告書の提出） 

一般貨物自動車運送事業者が、その使用する事業用自動車で高速自動車国道（高速自動

車国道法第４条第１項に規定する高速自動車国道をいう。）において、５台の自動車の衝

突を生じる事故を起こし、３時間自動車の通行を禁止させた場合、自動車事故報告書を提

出しなければならない。 

（自動車事故報告規則） 

（   ） 

 

 

問題５（運行記録計による記録） 

一般貨物自動車運送事業者等は、車両総重量が６トン、最大積載量が４トンの普通自動

車である事業用自動車に係る運転者等の業務について、当該事業用自動車の瞬間速度、運

行距離及び運行時間を運行記録計により記録し、かつ、その記録を１年間保存しなければ

ならない。 

（貨物自動車運送事業輸送安全規則） 

        （   ） 

 

 

問題６（書類等の作成及び保存） 

親事業者は、下請事業者に対し製造委託等をした場合は、公正取引委員会規則で定める

ところにより、下請事業者の給付、給付の受領（役務提供委託をした場合にあっては、下

請事業者がした役務を提供する行為の実施）、下請代金の支払その他の事項について記載

し又は記録した書類又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。）を作成し、これを保存しなければならない。 

（下請代金支払遅延等防止法） 

                            （   ） 

 

 

問題７（運送に関する命令） 

国土交通大臣は、当該運送が災害の救助その他公共の福祉を維持するため必要であり、

かつ、当該運送を行う者がない場合又は著しく不足する場合に限り、貨物自動車運送事業

法による一般貨物自動車運送事業者に対し、運送すべき貨物、運送すべき区間、これに使

用する自動車及び運送条件を指定して運送を命じ、又は貨物の運送の順序を定めて、これ

によるべきことを命ずることができる。 

（道路運送法） 

（   ） 
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問題８（相続） 

一般貨物自動車運送事業者が死亡した場合において、相続人（相続人が２人以上ある場

合においてその協議により当該一般貨物自動車運送事業を承継すべき相続人を定めたとき

は、その者。）が被相続人の経営していた一般貨物自動車運送事業を引き続き経営しよう

とするときは、被相続人の死亡後８０日以内に、国土交通大臣の認可を受けなければなら

ない。 

（貨物自動車運送事業法） 

                              （   ） 

 

問題９（乗車又は積載の方法） 

車両の運転者は、当該車両の乗車のために設備された場所以外の場所に乗車させ、又は

乗車若しくは積載のために設備された場所以外の場所に積載して車両を運転してはならな

い。ただし、もっぱら貨物を運搬する構造の自動車で貨物を積載しているものにあって

は、当該貨物を積載するため必要な最小限度の人員をその荷台に乗車させて運転すること

ができる。 

（道路交通法） 

                              （   ） 

 

 

問題１０（事業報告書及び事業実績報告書） 

特別積合せ貨物運送（運行系統が２以上の地方運輸局長の管轄区域に設定され、かつ、

その起点から終点までの距離の合計（運行系統が重複する部分に係る距離を除く。）が１０

０キロメートル以上のものに限る。）を行わない一般貨物自動車運送事業者は、その主たる

事務所の所在地を管轄する地方運輸局長に、事業報告書及び事業実績報告書を提出しなけ

ればならない。 

（貨物自動車運送事業報告規則） 

（   ） 

 

 

問題１１（定義） 

自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照らして

不当に、継続して取引する相手方（新たに継続して取引しようとする相手方を含む。）に

対して、当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を購入させる行為は、「不公正

な取引方法」に該当する。 

（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律） 

（   ） 
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問題１２（休業手当） 

使用者の責に帰すべき事由による休業の場合においては、使用者は、休業期間中当該労

働者に、その平均賃金の１００分の６０以上の手当を支払わなければならない。 

（労働基準法） 

                           （   ） 

 

 

問題１３（使用の制限及び禁止） 

国土交通大臣は、自家用自動車を使用する者が貨物自動車運送事業法第３条の許可を受

けず、自家用自動車を使用して一般貨物自動車運送事業を経営したときは、６月以内にお

いて期間を定めて自家用自動車の使用を制限し、又は禁止することができる。 

（道路運送法） 

（   ） 

 

 

問題１４（作成の手続） 

使用者は、就業規則の作成又は変更について、当該事業場に、労働者の過半数で組織

する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合

がない場合においては労働者の過半数の意見を聴かなければならない。 

（労働基準法） 

                       （   ） 
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Ⅱ．次の問題１５から２１の文章の指示に従って、質問に答えなさい。 

 

問題１５（新規登録の申請） 

次のア～ウについて、道路運送車両法に照らし、登録を受けていない自動車の登録を受

けようとする場合に、その所有者が申請書に記載しなければならない事項として誤ってい

るものを１つ選び、（   ）に記入しなさい。 

（道路運送車両法） 

ア．取得の原因及び価格 

 

イ．車名及び型式、車台番号（車台の型式についての表示を含む。） 

 

ウ．所有者の氏名又は名称及び住所 

 

（   ） 

 

 

問題１６（事業計画の変更の届出） 

次のア～ウについて、貨物自動車運送事業法第９条第３項の国土交通省令で定める軽微

な事項に関する事業計画の変更に該当するものとして正しいものには○を、誤っているも

のには×を（   ）に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業施行規則） 

ア．各営業所に配置する事業用自動車の種別ごとの数の変更（当該変更後の事業計画が

貨物自動車運送事業法第９条第２項において準用する同法第６条各号に掲げる基準

に適合しないおそれがある場合を除く。） 

 

イ．営業所の位置の変更（貨物自動車利用運送のみに係るもの及び地方運輸局長が指定

する区域内におけるものに限る。） 

 

ウ．利用する運送を行う第一種貨物利用運送事業者の概要 

 

ア（   ） イ（   ） ウ（   ） 
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問題１７（許可の基準） 

次のア～エについて、貨物自動車運送事業法第３条の許可の申請の基準として誤ってい

るものを１つ選び、（   ）に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業法） 

ア．その事業の計画が過労運転の防止、事業用自動車の安全性その他輸送の安全を確保

するため適切なものであること。 

 

イ．貨物自動車運送事業法第６条第１号に掲げるもののほか、大型自動車の数、自動車

車庫の規模その他の国土交通省令で定める事項に関し、その事業を継続して遂行す

るために適切な計画を有するものであること。 

 

ウ．その事業を自ら適確に、かつ、継続して遂行するに足る経済的基礎及びその他の能

力を有するものであること。 

 

エ．特別積合せ貨物運送に係るものにあっては、事業場における必要な積卸施設の保有

及び管理、事業用自動車の運転者の乗務の管理、積合せ貨物に係る紛失等の事故の

防止その他特別積合せ貨物運送を安全かつ確実に実施するため特に必要となる事項

に関し適切な計画を有するものであること。 

 

（   ） 

 

問題１８（運行管理者の業務） 

貨物自動車運送事業輸送安全規則に照らし、運行管理者が行わなければならないとされ

ている業務がある。次のア～ウについて、その業務として正しいものには○を、誤ってい

るものには×を（   ）に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業輸送安全規則） 

ア．異常気象その他の理由により輸送の安全の確保に支障を生ずるおそれがあるとき

は、乗務員等に対する適切な指示その他輸送の安全を確保するために必要な措置を

講ずること。 

 

イ．運転者等台帳を作成し、車庫に備え置くこと。 

 

ウ．運転者等に対して点呼を行い、報告を求め、確認を行い、及び指示を与え、並びに

記録し、及びその記録を保存し、並びに運転者に対して使用するアルコール検知器

を常時有効に保持すること。 

 

ア（   ） イ（   ） ウ（   ） 
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問題１９（追越しを禁止する場所） 

道路交通法に照らし、車両が他の車両（特定小型原動機付自転車等を除く。）を追い越す

ため、進路を変更し、又は前車の側方を通過してはならないとされている道路の部分につ

いては○を、そうでないものには×を（   ）内に記入しなさい。 

（道路交通法） 

①勾配の急な上り坂の頂上付近 

 

②トンネル（車両通行帯の設けられた道路以外の道路の部分に限る。） 

 

③道路標識等により追越しが禁止されている道路の部分 

 

④交差点（当該車両が道路交通法第３６条第２項に規定する優先道路を通行している場

合における当該優先道路にある交差点を含む。）、踏切、横断歩道又は自転車横断帯及

びこれらの手前の側端から前に３０メートル以内の部分 

 

①（   ） ②（   ） ③（   ） ④（   ） 

 

 

問題２０ 

次のア～ウについて、貨物自動車運送事業法に照らし、国土交通大臣の認可を受けなけれ

ばならないものには○を、そうでないものには×を（   ）内に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業法） 

ア．一般貨物自動車運送事業の運送約款の変更（現に定めている運送約款を標準運送約款

と同一のものに変更する場合を除く。） 

 

イ．一般貨物自動車運送事業の廃止 

 

ウ．一般貨物自動車運送事業者たる法人の合併（一般貨物自動車運送事業者たる法人と一

般貨物自動車運送事業を経営しない法人が合併する場合において一般貨物自動車運送

事業者たる法人が存続するときを除く。） 

 

ア（   ） イ（   ） ウ（   ） 
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問題２１（貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間等） 

次のア～エについて、自動車運転者の労働時間等の改善のための基準に照らし、正しい

ものを１つ選び（   ）内に記入しなさい。 

（自動車運転者の労働時間等の改善のための基準） 

ア．使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の休息期間については、当

該自動車運転者の勤務地における休息期間がそれ以外の場所における休息期間より

長くなるように努めるものとする。 

 

イ．運転時間は、２日（始業時刻から起算して４８時間をいう。）を平均し１日当たり９

時間、２週間を平均し１週間当たり４４時間を超えないものとすること。 

 

ウ．１日についての拘束時間は、１３時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長す

る場合であっても、最大拘束時間は１５時間とすること。ただし、貨物自動車運送

事業に従事する自動車運転者に係る１週間における運行が全て長距離貨物運送（１

の運行（自動車運転者が所属する事業場を出発してから当該事業場に帰着するまで

をいう。）の走行距離が４５０キロメートル以上の貨物運送をいう。）であり、か

つ、１の運行における休息期間が、当該自動車運転者の住所地以外の場所における

ものである場合においては、当該１週間について３回に限り最大拘束時間を１６時

間とすることができる。 

 

エ．連続運転時間（１回がおおむね連続１０分以上で、かつ、合計が３０分以上の運転

の中断をすることなく連続して運転する時間をいう。）は、５時間を超えないものと

すること。 

                               

（   ） 
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一般貨物自動車運送事業の経営許可等の申請に係る法令試験問題 

 

受験番号                    

申請者名（法人名）               

受験者の氏名                  

（※注意事項） 

設問の文中には、法令の条文をそのまま引用せずに、一部省略している場合があります。 

 

Ⅰ．次の問題１から１４の文章で、正しいものには○を、誤っているものには×を

（   ）内に記入しなさい。 

 

問題１（目的等） 

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準は、自動車運転者（労働基準法第９条に

規定する労働者（同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用

人を除く。）であって、四輪以上の自動車の運転の業務（厚生労働省労働基準局長が定める

ものを除く。）に主として従事する者をいう。以下同じ。）の労働時間等の改善のための基

準を定めることにより、自動車運転者の労働時間等の労働条件の向上を図ることを目的と

する。 

（自動車運転者の労働時間等の改善のための基準第１条第１項） 

                             （ 〇 ） 

 

 

問題２（欠格事由） 

国土交通大臣は、貨物自動車運送事業法第３条の許可を受けようとする者が、１年以上

の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった

日から５年を経過しない者であるときには、許可をしてはならない。 

（貨物自動車運送事業法第５条） 

                             （ 〇 ） 

 

 

問題３（違法な指示の禁止） 

注文者は、その請負人に対し、当該仕事に関し、その指示に従って当該請負人の労働者

を労働させたならば、労働安全衛生法又はこれに基づく命令の規定に違反することとなる

指示をしてはならない。 

（労働安全衛生法第３１条の４） 

（ ○ ） 
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問題４（報告書の提出） 

一般貨物自動車運送事業者が、その使用する事業用自動車で高速自動車国道（高速自動

車国道法第４条第１項に規定する高速自動車国道をいう。）において、５台の自動車の衝

突を生じる事故を起こし、３時間自動車の通行を禁止させた場合、自動車事故報告書を提

出しなければならない。 

（自動車事故報告規則第３条第１項） 

（ ○ ） 

 

 

問題５（運行記録計による記録） 

一般貨物自動車運送事業者等は、車両総重量が６トン、最大積載量が４トンの普通自動

車である事業用自動車に係る運転者等の業務について、当該事業用自動車の瞬間速度、運

行距離及び運行時間を運行記録計により記録し、かつ、その記録を１年間保存しなければ

ならない。 

（貨物自動車運送事業輸送安全規則第９条） 

       （ 〇 ） 

 

 

問題６（書類等の作成及び保存） 

親事業者は、下請事業者に対し製造委託等をした場合は、公正取引委員会規則で定める

ところにより、下請事業者の給付、給付の受領（役務提供委託をした場合にあっては、下

請事業者がした役務を提供する行為の実施）、下請代金の支払その他の事項について記載

し又は記録した書類又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。）を作成し、これを保存しなければならない。 

（下請代金支払遅延等防止法第５条） 

                            （ 〇 ） 

 

 

問題７（運送に関する命令） 

国土交通大臣は、当該運送が災害の救助その他公共の福祉を維持するため必要であり、

かつ、当該運送を行う者がない場合又は著しく不足する場合に限り、貨物自動車運送事業

法による一般貨物自動車運送事業者に対し、運送すべき貨物、運送すべき区間、これに使

用する自動車及び運送条件を指定して運送を命じ、又は貨物の運送の順序を定めて、これ

によるべきことを命ずることができる。 

（道路運送法第８４条第１項） 

（ ○ ） 
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問題８（相続） 

一般貨物自動車運送事業者が死亡した場合において、相続人（相続人が２人以上ある場

合においてその協議により当該一般貨物自動車運送事業を承継すべき相続人を定めたとき

は、その者。）が被相続人の経営していた一般貨物自動車運送事業を引き続き経営しよう

とするときは、被相続人の死亡後８０日以内に、国土交通大臣の認可を受けなければなら

ない。 

（貨物自動車運送事業法第３１条第１項） 

（正）６０日                              （ × ） 

 

問題９（乗車又は積載の方法） 

車両の運転者は、当該車両の乗車のために設備された場所以外の場所に乗車させ、又は

乗車若しくは積載のために設備された場所以外の場所に積載して車両を運転してはならな

い。ただし、もっぱら貨物を運搬する構造の自動車で貨物を積載しているものにあって

は、当該貨物を積載するため必要な最小限度の人員をその荷台に乗車させて運転すること

ができる。 

（道路交通法第５５条第１項） 

（正）看守                               （ × ） 

 

 

問題１０（事業報告書及び事業実績報告書） 

特別積合せ貨物運送（運行系統が２以上の地方運輸局長の管轄区域に設定され、かつ、

その起点から終点までの距離の合計（運行系統が重複する部分に係る距離を除く。）が１０

０キロメートル以上のものに限る。）を行わない一般貨物自動車運送事業者は、その主たる

事務所の所在地を管轄する地方運輸局長に、事業報告書及び事業実績報告書を提出しなけ

ればならない。 

（貨物自動車運送事業報告規則第２条） 

（ ○ ） 

 

 

問題１１（定義） 

自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照らして

不当に、継続して取引する相手方（新たに継続して取引しようとする相手方を含む。）に

対して、当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を購入させる行為は、「不公正

な取引方法」に該当する。 

（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第２条第９項） 

（ ○ ） 
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問題１２（休業手当） 

使用者の責に帰すべき事由による休業の場合においては、使用者は、休業期間中当該労

働者に、その平均賃金の１００分の６０以上の手当を支払わなければならない。 

（労働基準法第２６条） 

                           （ 〇 ） 

 

 

問題１３（使用の制限及び禁止） 

国土交通大臣は、自家用自動車を使用する者が貨物自動車運送事業法第３条の許可を受

けず、自家用自動車を使用して一般貨物自動車運送事業を経営したときは、６月以内にお

いて期間を定めて自家用自動車の使用を制限し、又は禁止することができる。 

（道路運送法第８１条第１項） 

（ ○ ） 

 

 

問題１４（作成の手続） 

使用者は、就業規則の作成又は変更について、当該事業場に、労働者の過半数で組織

する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合

がない場合においては労働者の過半数の意見を聴かなければならない。 

（労働基準法第９０条第１項） 

（正）過半数を代表する者                       （ × ） 
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Ⅱ．次の問題１５から２１の文章の指示に従って、質問に答えなさい。 

 

問題１５（新規登録の申請） 

次のア～ウについて、道路運送車両法に照らし、登録を受けていない自動車の登録を受

けようとする場合に、その所有者が申請書に記載しなければならない事項として誤ってい

るものを１つ選び、（   ）に記入しなさい。 

（道路運送車両法第７条第１項） 

ア．取得の原因及び価格 

（正）下線部不要 

イ．車名及び型式、車台番号（車台の型式についての表示を含む。） 

 

ウ．所有者の氏名又は名称及び住所 

 

（ ア ） 

 

 

問題１６（事業計画の変更の届出） 

次のア～ウについて、貨物自動車運送事業法第９条第３項の国土交通省令で定める軽微

な事項に関する事業計画の変更に該当するものとして正しいものには○を、誤っているも

のには×を（   ）に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業施行規則第７条第１項） 

ア．各営業所に配置する事業用自動車の種別ごとの数の変更（当該変更後の事業計画が

貨物自動車運送事業法第９条第２項において準用する同法第６条各号に掲げる基準

に適合しないおそれがある場合を除く。） 

（正）軽微な事項にはあたらない 

イ．営業所の位置の変更（貨物自動車利用運送のみに係るもの及び地方運輸局長が指定

する区域内におけるものに限る。） 

 

ウ．利用する運送を行う第一種貨物利用運送事業者の概要 

（正）一般貨物自動車運送事業者又は特定貨物自動車運送事業者 

ア（ × ） イ（ 〇 ） ウ（ × ） 
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問題１７（許可の基準） 

次のア～エについて、貨物自動車運送事業法第３条の許可の申請の基準として誤ってい

るものを１つ選び、（   ）に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業法第６条） 

ア．その事業の計画が過労運転の防止、事業用自動車の安全性その他輸送の安全を確保

するため適切なものであること。 

 

イ．貨物自動車運送事業法第６条第１号に掲げるもののほか、大型自動車の数、自動車

車庫の規模その他の国土交通省令で定める事項に関し、その事業を継続して遂行す

るために適切な計画を有するものであること。 

（正）事業用 

ウ．その事業を自ら適確に、かつ、継続して遂行するに足る経済的基礎及びその他の能

力を有するものであること。 

 

エ．特別積合せ貨物運送に係るものにあっては、事業場における必要な積卸施設の保有

及び管理、事業用自動車の運転者の乗務の管理、積合せ貨物に係る紛失等の事故の

防止その他特別積合せ貨物運送を安全かつ確実に実施するため特に必要となる事項

に関し適切な計画を有するものであること。 

 

（ イ ） 

 

問題１８（運行管理者の業務） 

貨物自動車運送事業輸送安全規則に照らし、運行管理者が行わなければならないとされ

ている業務がある。次のア～ウについて、その業務として正しいものには○を、誤ってい

るものには×を（   ）に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業輸送安全規則第２０条） 

ア．異常気象その他の理由により輸送の安全の確保に支障を生ずるおそれがあるとき

は、乗務員等に対する適切な指示その他輸送の安全を確保するために必要な措置を

講ずること。 

 

イ．運転者等台帳を作成し、車庫に備え置くこと。 

（正）営業所 

ウ．運転者等に対して点呼を行い、報告を求め、確認を行い、及び指示を与え、並びに

記録し、及びその記録を保存し、並びに運転者に対して使用するアルコール検知器

を常時有効に保持すること。 

 

ア（ ○ ） イ（ × ） ウ（ ○ ） 
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問題１９（追越しを禁止する場所） 

道路交通法に照らし、車両が他の車両（特定小型原動機付自転車等を除く。）を追い越す

ため、進路を変更し、又は前車の側方を通過してはならないとされている道路の部分につ

いては○を、そうでないものには×を（   ）内に記入しなさい。 

（道路交通法第３０条） 

①勾配の急な上り坂の頂上付近 

 

②トンネル（車両通行帯の設けられた道路以外の道路の部分に限る。） 

 

③道路標識等により追越しが禁止されている道路の部分 

 

④交差点（当該車両が道路交通法第３６条第２項に規定する優先道路を通行している場

合における当該優先道路にある交差点を含む。）、踏切、横断歩道又は自転車横断帯及

びこれらの手前の側端から前に３０メートル以内の部分 

（正）除く 

①（ ○ ） ②（ ○ ） ③（ ○ ） ④（ × ） 

 

 

問題２０ 

次のア～ウについて、貨物自動車運送事業法に照らし、国土交通大臣の認可を受けなけれ

ばならないものには○を、そうでないものには×を（   ）内に記入しなさい。 

（貨物自動車運送事業法第１０条、第３０条第２項、第３２条） 

ア．一般貨物自動車運送事業の運送約款の変更（現に定めている運送約款を標準運送約款

と同一のものに変更する場合を除く。） 

 

イ．一般貨物自動車運送事業の廃止 

（正）３０日前までの届出 

ウ．一般貨物自動車運送事業者たる法人の合併（一般貨物自動車運送事業者たる法人と一

般貨物自動車運送事業を経営しない法人が合併する場合において一般貨物自動車運送

事業者たる法人が存続するときを除く。） 

 

ア（ ○ ） イ（ × ） ウ（ ○ ） 
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問題２１（貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間等） 

次のア～エについて、自動車運転者の労働時間等の改善のための基準に照らし、正しい

ものを１つ選び（   ）内に記入しなさい。 

（自動車運転者の労働時間等の改善のための基準第４条） 

ア．使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の休息期間については、当

該自動車運転者の勤務地における休息期間がそれ以外の場所における休息期間より

長くなるように努めるものとする。 

（正）住所地 

イ．運転時間は、２日（始業時刻から起算して４８時間をいう。）を平均し１日当たり９

時間、２週間を平均し１週間当たり４４時間を超えないものとすること。 

 

ウ．１日についての拘束時間は、１３時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長す

る場合であっても、最大拘束時間は１５時間とすること。ただし、貨物自動車運送

事業に従事する自動車運転者に係る１週間における運行が全て長距離貨物運送（１

の運行（自動車運転者が所属する事業場を出発してから当該事業場に帰着するまで

をいう。）の走行距離が４５０キロメートル以上の貨物運送をいう。）であり、か

つ、１の運行における休息期間が、当該自動車運転者の住所地以外の場所における

ものである場合においては、当該１週間について３回に限り最大拘束時間を１６時

間とすることができる。 

（正）２回 

エ．連続運転時間（１回がおおむね連続１０分以上で、かつ、合計が３０分以上の運転

の中断をすることなく連続して運転する時間をいう。）は、５時間を超えないものと

すること。 

（正）４時間                               

（ イ ） 

 

 


